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平成３０年度第２回生駒市国民健康保険運営協議会会議録（要旨） 

１．日時 平成３１年２月２１日（木）午後２時 

２．場所 生駒市コミュニティセンター  ４０２・４０３会議室 

３．出席者  

（委員） 

  澤井会長・中谷会長代行・福中委員・伊木委員・萩原委員 

・石井委員・中栖委員・城山委員・田中委員・池田委員・土居委員 

（事務局） 

山本副市長・影林福祉健康部長・杉浦福祉健康部次長・ 

奥谷国保医療課長・堤国保医療課課長補佐・藤川国保主幹・井貝 

４．議事内容 

（１）開会 

（２）市長挨拶 

（３）会長挨拶 

（４）議事録署名委員について 

（５）審議案件 

①生駒市国民健康保険税条例の一部改正（案）について 

②平成３１年度生駒市国民健康保険予算（案）について 

③その他 
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（６）閉会 

５．審議結果 

①生駒市国民健康保険税条例の一部改正（案）について 

承認 

②平成３１年度生駒市国民健康保険予算（案）について 

承認 

６．質疑等 

①会議の公開・非公開について 

【事務局】本会議は「附属機関及び懇談会の会議の公開に関する基準」第２  

条に基づき、原則公開となっておりますので、公開とさせていただ 

きたいと存じますが、よろしいでしょうか？ 

【委員】異議なし。 

【事務局】本会議は公開とさせていただきます。 

②議事録署名委員について 

【会長】議事録署名委員の選任でございますが、会長である私から指名さ 

せていただいてよろしいでしょうか。 

【委員】異議なし。 

【会長】土居委員と池田委員のお二人にお願いいたします。 

各委員におかれましては、後日、事務局が議事録を作成次第、署名 

をいただきますので、よろしくお願いいたします。 

なお、議事録は要点のみ記載しますので、ご了承ください。 

③生駒市国民健康保険税条例の一部改正（案）について 

【事務局】資料１をお願いします。改正内容でございますが、低所得者に係 
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    る軽減の拡充でございます。国では平成３０年度に続きまして、平   

成３１年度におきましても、全国の市町村国保に対しまして、低所 

得者に対する保険税軽減措置の拡大を決めたところでございます。   

これを受けまして、本市におきましても、平成３０年度と同様に 

低所得者に対する保険税軽減の対象世帯を拡大したいと考えてお 

ります。国保税の軽減につきましては、これまでも応益分として 

世帯人数に対応する均等割と、１世帯あたりの平等割につきまし 

て、世帯の所得の額により、所得の低い世帯の方から７割、５割、 

２割の軽減を行っておりまして、低所得者の方の負担軽減を図っ 

ているところであります。今回は、このうち５割及び２割軽減の 

対象となる所得を引き上げることで、対象となる世帯を拡大する 

ものであります。 

２枚目の資料をご覧ください。２割軽減の拡大につきましては、軽   

減対象となる１人あたりの金額を５０万円から５１万円に引き上 

げることによりまして、３人世帯の給与収入では、約２８７万１千 

円以下から、改正後は約２９１万５千円以下まで対象が拡大する 

ことになります。５割軽減の拡大につきましては、軽減対象となる 

１人あたりの金額を２７．５万円から２８万円に引き上げること 

によりまして、３人世帯の給与収入では、約１９０万７千円以下か 

ら、改正後は約１９３万１千円以下まで対象が拡大することとな 

ります。 

そこで、３枚目の資料、「軽減拡大による影響（例）」をご覧くださ  

い。５割軽減についてですが、③３人世帯（４０歳代夫婦と子１ 
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人、夫の給与収入１９３．１万円のみ）の場合、２２９,４００円 

から１７８,５００円となり、５０,９００円の減額となります。 

２割軽減についてですが、軽減が掛からなかった⑤３人世帯（４ 

０歳代夫婦と子１人、夫の給与収入２９１．５万円のみ）の場合、 

３４０,４００円から３０６,０００円となり、３３,８００円の減 

額となります。 

今回の改正内容につきましては、平成３１年４月１日から施行し 

たいと考えておりますが、本条例改正につきましては、地方税法の 

改正に伴うものでございます。この改正につきましては、国が既に 

閣議決定しておりますが、法律案の改正は、今年度末までにされる 

予定でございます。例年地方税法の改正は３月末ぎりぎりに可決 

されている状況でございますので、３月の定例会中に法律が制定 

いたしまして、条例の手続きが間に合う場合は議案を提出させて 

いただく予定でございます。しかしながら間に合わない場合は市 

長による専決処分をさせていただく予定でございます。以上でご 

ざいます。ご審議よろしくお願いします。 

【会長】ただ今事務局から説明がございましたが、委員の皆様何か質問はご 

ざいませんか。無いようですので、生駒市国民健康保険税条例の一 

部改正（案）について承認いただいたということで、本案件を終わ 

らせていただきます。 

④平成３１年度生駒市国民健康保険予算（案）について 

【事務局】平成３１年度生駒市国民健康保険予算（案）について、資料２－

１及び資料２－２に従いまして説明いたします。両面カラー刷り
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の資料２－２をご覧ください。 

平成３１年度予算は収入、支出とも１１１億７７０９万６千円と 

なります。これは、平成３０年度の当初予算と比較しまして、１億 

７１８万６千円の減少、率にしますと０．９５％の減少となります。 

平成３０年度の決算見込みとしましては、支出１１０億１７９４ 

万円、収入１０７億３１３３万５千円となりまして、２億８６６０ 

万５千円の赤字となる見込みです。収入不足分につきましては、国 

民健康保険財政調整基金を取り崩す予定にしております。この赤 

字の要因としましては、平成３０年度から国保制度の県単位化が 

開始されまして、生駒市では国保税率を据え置いているため、県に 

納めます国保事業費納付金の財源不足となったことが主な要因で 

す。 

平成３０年度の国保制度の変更点としましては、３点ございます。 

１点目、保険給付費すなわち生駒市が負担しております医療費に 

つきましては、そのほぼ全額が奈良県から後から交付されること 

になります。 

２点目、国保事業費納付金の制度です。奈良県は所得水準等により 

まして、市町村ごとの納付金を決定いたします。生駒市は奈良県が 

算出した金額を国保事業費納付金として県へ支払うことになりま 

す。 

３点目、奈良県が市町村ごとの標準保険料率を提示いたしまして、 

それを元に市町村は保険料率を決定することになります。これが、 

平成３０年度から国保制度の改革として始まった点でございます。 
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それでは平成３１年度予算の説明に戻ります。資料２－２中ほど 

の「国保財政の収入」をご覧ください。 

① 国保税につきましては２４億２４５万円で、平成３１年度の低

所得者に対する軽減措置の拡大や被保険者数の減少などから、

平成３０年度予算と比較しまして、約２．３％の減少となって

おります。 

② 保険給付費等交付金（普通交付金）につきましては、７７億１

８７２万３千円です。これは先ほどの変更点の１点目で述べま

した、生駒市が保険給付に要した費用をほぼ全額県から交付さ

れるものです。生駒市が負担しました医療費は、この保険給付

費等交付金（普通交付金）として奈良県から交付されることに

なります。 

③ 保険給付費等交付金（特別交付金）は１億３４１万８千円です。

これは、国、県からの補助金になります。 

④ 一般会計繰入金は、６億４３９０万円です。これは、低所得者

に対して国保税を軽減した分を補填する保険基盤安定繰入金な

ど、国保財政を支援するための市の一般会計からの繰入金です。

なお、一般会計からの繰入が認められた経費のうち、職員給与

費等の事務費に係る経費と財政安定支援事業に係る繰入金につ

きましては、一般会計の収支状況の悪化に鑑みまして、平成３ 

１年度予算においては計上しておりません。 

⑤ 財政調整基金取り崩し分は、２億８７７３万１千円を計上して

おります。平成３１年度予算全体では支出に対して収入の不足
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が生じましたので、財政調整基金を取り崩して不足分を補うも

のであります。 

それでは続いて、支出の説明でございます。資料２－２中ほどの 

「国保財政の支出」をご覧ください。 

① 保険給付費は、保険資料に係る自己負担金以外の分を保険給付

として医療機関に支払っているもので、７７億４３９２万３千

円を計上しております。 

② 国保事業費納付金は、３１億８０１万７千円でございます。こ

れは先ほどの変更点の２点目で述べましたように、奈良県が市

町村ごとに算出した納付金を県に納めるものでございます。 

③ 総務費は、１億７４８６万２千円です。これは国保制度を運営

するための人件費や事務費を計上しております。 

④ 保健事業費は、１億７６３万５０００円です。これは特定健診

や保健指導などの事業に係る経費となります。 

それでは、裏面をご覧ください。収入と支出を円グラフで表したも 

のでございます。収入では、国保税が約２４億円で全体の５分の１、 

市が負担した保険給付費に対して交付される保険給付費等交付金 

のうち、普通交付金が約７７億円で３分の２を占めております。 

支出では、支出総額約１１１億７７００万のうち、保険給付費とし 

て約７７億円を医療機関ごとに支払っております。また、その次に 

比重が大きいものとしましては、国保事業費納付金で、約３１億円 

を支出しております。 

保険給付費の棒グラフは保険給付費の推移を示したものでござい 
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ます。平成２７年度につきましては、高額なＣ型肝炎治療薬の保険 

適用で、急激に医療費が増えましたが、平成２８年度は高額な医薬 

品の薬価改定によりまして、減少となっております。そして、国保 

の被保険者数の減少とあわせて平成２９年度においても前年度比 

マイナス５．１２％となっております。平成３０年度におきまして 

は、引き続き被保険者数が減少する見込みですが、高齢化に伴う医 

療費の伸びが想定され、前年度比１．５５％の増加を見込んでおり 

ます。平成３１年度予算の保険給付においては、平成３０年度と比 

較して３.２５％の増で予算を計上しております。以上で資料２－ 

２の説明を終わります。 

資料２－１につきましては、細かい資料となりますので部分的に 

抜粋して説明させていただきます。１ページ、２ページにつきまし 

ては、資料２－２にて説明させていただきました平成３１年度予 

算案の各費目ごとの、平成３０年度当初予算及び決算見込みとの 

対比でございます。後程ご覧ください。 

３ページにつきましては、生駒市国民健康保険税の賦課状況と課 

税方法についてでございます。右の表「国民健康保険税率の推移」 

ですが、医療分、後期支援分、介護分の３つから成っております。 

平成３１年度につきましては、医療分のみ課税限度額を４万円引 

き上げております。これによりまして、後期支援分、介護分を合わ 

せた限度額を８９万円から９３万円へと引き上げることになりま 

す。この引き上げにつきましては、第１回国民健康保険運営協議 

会にてご審議いただきまして、１２月議会に上程し、承認をいた 
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だいているところでございます。 

４ページにつきましては、被保険者数の推移でございます。生駒市 

の国民健康保険の被保険者数につきましては、平成２４年度まで 

は微増傾向にありましたが、平成２５年度以降は減少傾向にあり 

ます。主な原因としましては、景気回復等の影響で、国保から被用 

者保険に移行が進んでいることと、後期高齢者医療制度に移行さ 

れている方が増えていることが挙げられます。しかしながら現在 

７０歳前後の団塊の方々が７５歳となり後期高齢者制度に移行さ 

れる４年後には国民健康保険の被保険者数の減少がさらに進むと 

予想されます。 

５ページにつきましてですが、平成３０年度から国保制度改革に 

よりまして、奈良県が財政運営の主体となることから、これまで市 

町村に入ってきておりました補助金が県に入ることになります。 

従いまして、歳入のうち、国からの補助金である国庫支出金、療養 

給付費交付金、前期高齢者交付金、共同事業交付金は平成３０年度 

以降ではなくなっております。同様に、歳出では、後期高齢者支援 

金、前期高齢者納付金、介護納付金、共同事業拠出金が同様になく 

なっております。また、保険給付費につきましては、その支出に要 

した費用を後から全額奈良県から普通交付金として交付されます 

ので、歳入のうち県支出金は大幅に増加しております。一方、歳出 

ですが、新たに国保事業費納付金を県に納める必要があることか 

ら、平成３０年度予算から新規で計上しているものでございます。 

以上のとおり平成３１年度の予算規模としましては、平成３０年 
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度当初予算と比較しまして、０．９５％の減少、決算見込みとの比 

較では１．４５％の増加となる見込みです。 

６ページは療養諸費の推移となっておりますのでまたご覧くださ 

い。 

以上でございます。ご審議よろしくお願いします。 

【会長】ただ今事務局から説明がございましたが、委員の皆様何か質問はご 

ざいませんか。 

【委員】教えていただきたいのですが、今の説明では保険給付費について 

は、県からの普通交付金で後から補填されるということですが、 

「ほぼ」同額ということで微妙に金額が違うのですが、この差額に 

ついて教えてください。 

【事務局】出産育児一時金につきまして、県から交付される金額がそのうち 

の３分の１だけとなりまして、出産育児一時金の差額が、保険給 

付費と普通交付金の金額の違いに表れております。 

【委員】被用者保険等保険者を代表する委員がこの場に出席していること 

をご存知でない方がいらっしゃるかと思いますのでご説明させて 

いただきますと、被用者保険の保険料からの拠出金がまわりまわ 

って県からの普通交付金となっておりまして、それが有効に使わ 

れているのかを判断する立場として出席しております。 

【委員】平成３０年度の決算見込みでは、収支のマイナスが約２億８６００ 

万、平成３１年度についても約２億８７００万、財政調整基金の取 

り崩しで賄っているようですが、通常ではこの赤字を埋めるような 

予算を計上すると思っているのですが、予算の仕組みを教えてくれ 
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ませんか。 

【事務局】一般会計繰入金というのは法定で決められた低所得者に対する 

基盤安定のために国、県から補助金をいただいているものと、事 

務費というものがあります。その事務費につきまして、市の一般 

会計の財政状況が厳しいということで、法的に繰り入れることが 

できる財源の部分が増えましたので、平成３０年度、３１年度も 

財政調整基金を取り崩して賄っております。 

【委員】事務費の方は繰入金として入ってこないのですか。 

【事務局】事務費の部分については入ってこないです。平成２９年度、３０ 

年度、平成３１年度、と同様の形をとってきています。 

【委員】事務費に関しては当初から赤字が前提ということですか。 

【事務局】そうです。平成３０年度、３１年度と税率を上げていないことも 

あります。 

【委員】当初から赤字を前提としているのが制度として問題ではないです 

か。 

【事務局】赤字というよりも財政調整基金から取り崩すという形で、現状２ 

２億という金額があるわけでして、それで調整しています。 

【会長】財政調整基金を見える化しておいた方がよいのでは。 

【事務局】そうですね。平成３２年度に税率を上げさせていただくのです 

が、平成３５年度まで据え置きさせていただきます。平成３６年度 

に統一されたときに、税率が上がると、収納率が下がってくると思 

われます。その辺りの補填ということで市の財政として最低交付 

はおいておきたいというところであります。 
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【会長】他に意見は無いようですので、平成３１年度生駒市国民健康保険予 

算（案）について承認いただいたということで、本案件を終わらせて   

いただきます。 

⑤その他 

【会長】次に案件③その他へ移ります。 

【委員】ジェネリック医薬品の使用状況につきまして、なるべく必要な医療 

費を出して医療費を適正化しましょうという動きが協会けんぽにあ 

りまして、かかりつけ医、かかりつけ薬局を持ちましょうという動き 

とあわせて進めております。本年度生駒市では残薬バッグの配布を 

行っております。 

お示ししている資料をご覧になりますと、協会けんぽ加入者ベース 

（都道府県別）のジェネリック医薬品の使用割合が全国４４位とな 

っております。なぜ低いのかと申しますと、院内処方（入院＋外来） 

の割合が全国最下位となっておりまして、おそらく、国民健康保険で 

も同じような傾向が見られるのではないかと思います。資料にも見 

られますように断トツで最下位になっておりまして、加入者だけで 

なく医療機関、薬局へのご理解をいただけるよう努めています。ちょ 

うど昨日、奈良県立医大の院長とお話しする機会がございまして、意 

見交換してきたところでございます。 

   「ジェネリック医薬品軽減額通知にかかる効果額」という資料をご覧 

ください。ジェネリック医薬品に切り替えると、いくらの効果があり 

ますという通知を送ったところ、協会けんぽベースですが、奈良支部 

だけでも平成２９年度３億３千万の医療費を軽減できています。 
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今後生駒市とも連携を強めまして、情報交換しながらジェネリック 

医薬品の利用促進を図っていきたいと思っています。 

   もう一つの論点ですが、協会けんぽ加入者が卒業されますと必ず市 

町村国保、後期高齢者医療制度のほうへ加入されることになります。 

そういったことも含めまして、今後も連携をとりながら進めていき 

たいと思います。 

【会長】ただ今委員の方から説明がございましたが、委員の皆様何か質問は 

ございませんか。 

【委員】全体的な話として、ジェネリック医薬品の使用割合を上げていくと 

いうことですが、院内処方での使用率の低さについてはこの場でお 

話してもなかなか進まないので、病院協会でのアピールが必要にな 

ってくるのではないかと思いました。 

【委員】患者さんの立場から申しますと、院内処方で「ジェネリックを出し 

てください」といえる機会が無いので、どこに働きかけるのが良いの 

か、一般的には病院協会かとは思いますが、院内処方の診療所もまだ 

多いので、そこに働きかけていくことも重要かなと思います。患者さ 

ん（市民さん）に対する通知は行き渡っている印象がありますので、 

働きかける対象について工夫が必要だと思います。 

【委員】どこの病院でどれだけジェネリック医薬品を使用しているのか、協 

会けんぽ側で把握しているので、使用割合の低い病院に対して働き 

かけていくつもりです。これは協会けんぽだけの話ではないので 

国保とも連携を図っていきたいです。 

【会長】国保医療課として何か意見は無いですか。 
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【事務局】生駒市単体ではなく県全体で啓発を進めております。生駒市では 

切り替えが進んでおりますが、市町村でバラつきがあります。 

【委員】広域化して、事業強化委員会ですか、県の方の有識者協議会の中 

でお話がされているかと思うのですが、話し合いの状況が市の運営 

協議会で紹介されることはなかったのですけれども、生駒市に比べ 

て先進的な取り組みがされているのか、そうでないのか、教えていた 

だきたいです。 

【事務局】平成３０年度から委員会が立ち上がったばかりで、有識者で構成 

された委員会ですけれども、後で説明しますデータヘルス計画策定

に当たってのお話、保健事業についての評価をする委員会ですので、

詳しくは分かりかねます。国保連合会にはそういった委員会はござ

いません。 

【事務局】ジェネリック医薬品切り替えへの取り組みですが生駒市独自の 

取り組みとしては他市に先駆けて平成２３年１０月から毎月差額 

通知を送っていました。これである程度行き渡って逆に送りすぎ 

とのお叱りの声をいただくほど普及しているという認識ですので、 

逆に言うと差額通知で普及率を高めるというのは頭打ちの状態な 

のが実情です。平成３０年度の国保広域化に伴って事務の共同化、 

いわば全市町村そろって何か保健事業をしていこうという中で、 

ジェネリックの差額通知を送っていこうということが挙がりまし 

たので、事務の共同化の一つとして、全市町村一斉で、ジェネリッ 

ク差額通知を送るという事業は行っております。ただ生駒市は既 

に先進地として行っておりますので、事務の共同化によって大き 
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く変わるということはないのですが、奈良県全体での底上げには 

繋がっていると思います。危機意識としては事務支援センターも 

持っていますのでジェネリックの差額通知を重点的に行っていこ 

うという思いはあります。ただそれが実際に普及率の上昇に結び 

つくかどうかについては、院内処方の病院への働きかけを重点的 

にしていくことのほうが効果的かなと思います。 

【会長】それでは他にありますか。 

【事務局】平成３１年度に新たに実施します新たな保健事業と第２期デー 

タヘルス計画の策定の進捗状況についてご報告いたします。来年

度新たに「なんでも健康チェック」事業を始めたいと考えており

ます。この事業は骨密度測定器、血管年齢測定器、体組成計を新

たに購入いたしまして、特定健診の結果、メタボ該当者やその予

備軍の方を対象に実施するものでございます。毎月二回、本庁、

北コミュニティセンター、南コミュニティセンター、図書会館で

も実施する予定でございます。保健指導では、本年度も骨密度測

定を取り入れておりまして、多くの方々に参加いただいておりま

す。保健指導の参加数も上昇傾向にありまして、効果は上がると

考えておりますので、継続的な保健指導、翌年度の特定健診受診

率向上に繋がればと考えております。 

第２期データヘルス計画の進捗状況ですが、国保連合会が使用し 

ます国保データベースを使って過去の分析を行いまして、学識経 

験者等で構成されます支援評価委員会で２回ご意見をいただい 

ておりまして、素案の作成には至っておりますが、明日生駒市医 
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療費等適正化推進委員会がございまして、そちらでもご意見をき 

かせていただいて年度内に策定させていただきたいと考えてお 

ります。次回の運営協議会で委員の皆様にお渡しさせていただき 

たいと思います。 

【会長】平成３１年度に新たに実施します新たな保健事業と第２期データ 

ヘルス計画の策定の進捗状況について意見はございますか。無いよ

うでしたら案件の審議を終わります。 

【事務局】次回の運営協議会の開催は、平成３１年８月２９日（木曜日）を 

予定しております。案件につきましては、平成３０年度決算の承認に    

かかるご審議をいただく予定をしております。改めて、文書にてご案   

内させていただきますので、よろしくお願いします。 

【会長】以上をもちまして、本日の協議会を終了させていただきます、長時 

間にわたり、大変ご苦労様でございました。 
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